
）

施　  　    策 交通安全の施設整備と啓発を行い、交通事故を減らします

大　事　業　名 交通安全啓発事業 所管部・課 都市整備部　まちづくり推進室　道路管理課

事業番号

かわにし事業ディスカッション事業調書
市民生活の視点 暮らし 政      策 住む

細　事　業　名 交通安全啓発事業 作成責任者 主査　的場 秀樹

現在までの

事業の沿革

事業開始年度： 根拠法令等：  

□指定管理又は業務委託

指定管理者・委託先の種類（□市外郭団体　□地域（地縁団体等）　□ＮＰＯ法人　□民間事業者　□その他（　　　　　　　））

☑補助・支援

補助対象団体等の種類（□市外郭団体　□地域（地縁団体等）　□ＮＰＯ法人　☑その他（交通安全協会））

□その他　（

（社会背景等）

現
在
の
事
業
概
要

事業の目的 交通安全に関し、各種安全指導その他諸活動を行い、交通安全意識及び交通モラルの高揚に努める。

対象者及び

対象者数等
小学校、幼稚園、保育所、うさちゃんクラブ、その他交通安全教育の参加者　他

事 業 の

実施内容

市民の交通安全意識及び交通モラルの向上を図り、交通事故を未然に防ぐため、関係機関との連携を行いながら、市
内各所で交通指導員による交通安全教室の実施及び交通安全啓発活動を行う。

実施手法

（該当するものに
　　　　☑を記入）

☑直接実施

平成２６年度（予算） 内　　訳　　等

コ
ス
ト

事業費 9,682千円
事業費の内　嘱託職員 1 人

職員人件費 0千円 職員構成
概算人件費

従事職員数
（平均人件費×従事職員数）

2,961 千円

事業費の内　臨時職員 2 人 4,318 千円

正職員 0.0 人

再任用 0.0 人
合　計 9,682千円 従事職員 0 千円

（その他）

Ｈ２３(決算) 20,567 20,567

事業費と職員人件費

の合計

年　度 総額（千円）

財　　源　　内　　訳（千円）

一般財源 国県支出金 地方債
特定財源 特定財源

（都市計画税）

Ｈ２５(予算) 9,673 9,673

Ｈ２４(決算) 19,971 19,971
（財源内訳）

Ｈ２６(予算) 9,682 9,682



平成２６年度

事業費内訳

節 区 分 予 算 額 説 明 等

報酬 2,961千円

旅費 20千円 普通旅費

需用費 1,054千円 交通安全啓発配布物、交通指導員制服等

嘱託職員報酬

賃金 4,318千円 臨時職員傭人料

報償費 700千円 記念品等

備品購入費 281千円 腹話術人形等購入費

負担金、補助金及び交付金　他 251千円 交通対策事業補助金（交通安全協会）等

役務費 47千円 指導員制服クリーニング等

使用料及び賃借料 50千円 コピー使用料

合    計 9,682千円

現
状
の
評
価

活 動 指 標

事業の成果を表わす数値 単位 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度

交通安全教室参加者数 人 8,265 9,596 9,892

 関連施策評価指標
施 策 評 価 指 標 単位 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度

交通事故発生件数 件 4,934 5,051 5,077

事業をめぐる課題
高齢者及び子どもの安全確保を重点課題と定め、児童・高齢者等の年齢階層ごとに必要となる安全教育を柔軟に組み
合わせ、実施する必要がある。

今後の方向性、

見通し等

交通弱者である幼児、児童、高齢者等の世代別の交通安全教室開催内容の検討を重ねるとともに、広報誌、ホーム
ページなどを使い、交通安全運動や道路交通法改正などタイムリーな情報の提供を積極的に進める。

比較参考例

（他自治体での実施事業例等）

273
※当該シートに記載す
る事業のみで、達成さ
れる指標ではない。

交通事故発生件数のうち、人身事故発生件数 件 894 927 882

歩行者や自転車の交通事故件数 件 270 303

③民間委託・指定管理者制度・PFIの導入・民
営化等（市民との協働を除く）の視点から業務
の効率化・効果の向上が期待できる事業

☑ ④上記には該当しないが取り上げてほしい事業

その他特記事項

事業推薦理由

(該当するものに☑を記入）

□
①市民意見を取り入れることで業務課題の解消
をめざす事業

（理由）

　今後の交通安全啓発の在り方や方法について、市民の意見を聴
くため

□
②市民を交えた検証が必要と思われる内部管理
事業

□


